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本書で記載する関係諸規程の表記について 

 

・都市公園法（昭和３１年法律第７９号） ⇒ 法 

・富山県立都市公園条例（昭和５２年条例第４１号） ⇒ 公園条例 

・富山県公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１７年条例第

４号） ⇒手続条例 
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富山県総合運動公園指定管理者業務仕様書 

１ 目的 

本書は、富山県総合運動公園の指定管理者が行う業務の内容及び履行方法等を定

めることを目的とする。 

 

２ 施設概要 

（1）名称 

富山県総合運動公園 

 

（2）所在地 

富山市南中田 368 

 

（3）設置目的・管理方針等 

富山県総合運動公園は、平成１２年に開催された富山国体のメイン会場として

整備された県内最大級の運動公園である。 

園内には、陸上競技場、補助競技場、芝生スポーツ広場、多目的広場、クロス

カントリーコース、屋内グラウンドなどのスポーツ施設のほか、アルペン広場、

げんき広場などがある。 

公園の管理にあたっては、来園者の安全性の確保はもとより、トップレベルの

スポーツ競技が開催できる施設水準を確保し、県民の誰もがスポーツに親しめる

といった、県民の多様なニーズに対応したサービスの提供等、より一層快適に利

用して頂けるよう努めるものとする。 

 

（4）施設の概要 

① 公園敷地面積  都市計画決定面積  ４６．０ｈａ 

            開設面積      ４６．０ｈａ 

② 主要公園施設  陸上競技場（第１種公認）、補助競技場（第３種公認）、 

屋内グラウンド、芝生スポーツ広場 

              多目的広場（軟式野球場２面）、ファミリー広場、アルペン

広場、げんき広場 

 

３ 管理方針 

(1) 基本方針 

富山県総合運動公園は、陸上競技、サッカー・ラグビー、野球等を中心としたス

ポーツ施設を有し、スポーツの振興と県民の福祉の増進を目的として設置したもの

であり、指定管理者は自らのノウハウを発揮し、適正な管理を行うとともに住民サ

ービスの質の向上をより一層図るものとする。 

 

  (2) 維持管理方針・運営管理方針  

公園の特性や基本方針等をふまえ適切な管理を行う。 

①  植栽地（植込地、芝生、樹木、草地等）については、各植物の特性に配慮し

たうえで、適正に持続・育成するよう必要な管理を行う。 
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②  施設、施設設備については、位置、機能及び特性を充分に把握したうえで、

その機能を十分発揮させるとともに、利用者が快適かつ安全に利用できるよう

適時適正な維持管理、保守点検等を行う。 

③  多様なニーズに応えるため、常に来園者の要望等を聴取し、管理に反映させ

るほか、情報の発信にも努める。 

④  県民との協働を積極的に推進し、施設の維持管理や運営管理、環境教育や環

境保全等に寄与する活動を推進する。 

⑤  常に施設利用の促進に努めるとともに、運営管理にあたっては、特に地域や

関係団体との協調・連携を図る。 

 

４ 管理体制 

業務に支障のないように組織及び人員を配置するとともに、職員の育成を図る観点

から必要な研修等を実施すること。 

 

５ 業務内容 

 (1)  維持管理業務 

① 植物管理業務 

・ 植栽地の管理に当たっては、来園者の安全性を確保しつつ、清掃、病害虫

防除、施肥、剪定、刈り込み、草刈り、控え木撤去・取替え、植物の生育に

必要な作業等を、適切な時期や方法を選び実施すること。 

・  具体的には、別添「富山県総合運動公園維持管理業務基準書」に基づき実

施すること。 

なお、植物の適正な生育や植栽景観を阻害する事態が生じた場合は、この

基準書の記載の有無にかかわらず、必要な処置を講じること。 

・ 利用者の多いエリアの維持管理レベルを上げることで植栽景観を向上さ

せるなど、メリハリをつけたコスト縮減の工夫など、業務内容の改善提案を

積極的に行うこと。 

 

② 清掃管理業務 

・ 施設の清掃、ゴミの集積・運搬及び処分を行うこと。 

・ 具体的には、別添「富山県総合運動公園維持管理業務基準書」に基づき実

施すること。 

なお、美観又は衛生において良好な状態に保つことができないおそれがあ

る場合は、この基準書の記載の有無にかかわらず、必要な処置を講じること。 

・ 利用者の多いエリアの管理頻度を上げることで、利用者の安全・衛生面を

向上させるなど、メリハリをつけたコスト縮減の工夫など、業務内容の改善

提案を積極的に行うこと。 

 

③ 施設、施設設備管理業務 

・ 遊具やスポーツ設備等をはじめとして園内諸施設の不具合や劣化等につ

いて保守・点検を行うこと。 

・ 施設設備の運転・監視、保守・点検を行うこと。 

・ 具体的には、別添「富山県総合運動公園維持管理業務基準書」に基づき実

施すること。 
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なお、施設設備の運転に支障をきたす事態が生じる、あるいは支障をきた

すことが予想される事態が生じた場合は、この基準書の記載の有無にかかわ

らず、必要な処置を講じること。 

・ 利用者の多いエリアの管理頻度を上げることで、利用者の安全・衛生面を

向上させるなど、メリハリをつけたコスト縮減の工夫など、業務内容の改善

提案を積極的に行うこと。 

 

④ 修繕業務 

ア 応急的な修繕 

(ｱ) 公園内における施設、施設設備等が破損、損壊又は老朽化した場合などで、

安全又は管理上、直ちに修繕を行う必要がある場合は、早急に修繕方法の検

討及び見積作成等を行い、県と協議すること。 

ただし、１件 100万円未満の修繕で、構造や仕様の変更を伴わない原形復

旧のための修繕については、県への協議を要せず、県へ連絡のうえ早急に実

施すること。  

(ｲ) (ｱ)の協議を基に、県及び指定管理者は、次の(ｳ)の区分により、修繕を

実施する。 

(ｳ) １件 100万円未満の修繕については、修繕費の上限額の範囲内において指

定管理者が早急に実施することとし、１件 100 万円を超える修繕について

は、原則、県が実施する。 

 

   イ 計画的な修繕 

(ｱ) 公園内における施設、施設設備等が破損、損壊又は老朽化した場合などで、

安全又は管理上、次年度以降の計画的な修繕で対応可能なものについては、

原則として毎年一回、県が別途指示するときに必要修繕項目、修繕内容、修

繕方法、必要概算金額、優先順位等を整理し、県に報告すること。 

(ｲ) 県は、(ｱ)の報告を基に計画的に実施する修繕項目を選定し、県及び指定管

理者は、次の(ｳ)の区分により、次年度以降に修繕を実施する。 

(ｳ) １件 100 万円未満の修繕については、修繕費の上限額の範囲内において指

定管理者が適切な時期に修繕を実施することとし、1件 100万円を超える修

繕については、原則、県が実施する。  

    

ウ 災害に伴う修繕 

     台風、豪雨、降雪、地震等の災害により発生した被害に対する修繕について

は、アの(ｳ)及びイの(ｳ)の区分により、県又は指定管理者が実施する。 

     なお、災害により発生した被害に対する修繕を指定管理者が実施しようとす

る場合は、事前に県と協議すること。 

 

   エ 修繕内容の記録 

     修繕を実施した場合は、次回の修繕方法や修繕時期を検討するためのデータ

として蓄積するため、修繕台帳を作成し、記帳すること。 

     なお、修繕台帳に記帳する際には、併せて修繕箇所の写真を残すように努め

ること。 

     また、修繕台帳の写し、設計書、写真等については、事業報告書の提出とあ

わせて、県に提出すること。 
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（以下「富山県総合運動公園及び富山県武道館指定管理者募集要項」第２ 募集

に関する事項の２の(6)エより抜粋） 

(ｱ) 指定管理者が管理する公の施設に係る修繕のうち、１件 100万円未満の

修繕については、次に掲げる修繕費の上限額の範囲内で指定管理者が行

うこととします。 

（修繕費の上限額）（単位：千円） 

年 度 R9 R10 R11 R12 R13 

上限額 13,374 18,374 18,374 18,374 18,374 

 富山県総合運動公園 13,374 13,374 13,374 13,374 13,374 

富山県武道館  5,000 5,000 5,000 5,000 

(ｲ) 修繕に係る費用については、半年毎に指定管理者の請求を受けて精算払

によって支払います。指定管理料と修繕費、備品購入費の費用区分をま

たいで支出することはできません。なお、各施設を一体的に管理運営す

ることとしているため、上記の２施設の修繕費を合算した上限額の範囲

内で、２施設の修繕費を支出することができます。 

(ｳ) １件 100万円以上の修繕については、県で執行することとします。ただ

し、安全管理上緊急を要するもの等、指定管理者が行った方がより適切

な対応が可能となるものについては、協議のうえ、指定管理者が行うこ

とがあります。その場合は、県が経費を負担します。 

(ｴ) 照明の交換等、消耗品の購入費用については、修繕費ではなく指定管理

料から支出することとします。 

 

⑤ 備品の管理・購入業務 

・  使用する県の備品が適切な状態で保持されるよう、善良なる管理者の注意

をもって管理すること。 

     ・  備品を使用する上で必要となる消耗品の購入やメンテナンスは、指定管理

者の費用負担により実施すること。 

 

（以下「富山県総合運動公園及び富山県武道館指定管理者募集要項」第２ 募集

に関する事項の２の(6)オより抜粋） 

(ｱ) 富山県総合運動公園の備品（富山県会計規則第 105条第１項第２号及び

第２項に規定する備品をいう。以下、「備品」という。）のうち、１件

100万円未満のものについては、事前に県と協議のうえ、次に掲げる備

品購入費の上限額の範囲内で指定管理者が購入することとします。 

なお、当該備品の所有権は、県に帰属するものとします。 

（備品購入費の上限額）（単位：千円） 

年 度 R9 R10 R11 R12 R13 

上限額 220 220 220 220 220 

(ｲ) 富山県総合運動公園の備品購入に係る費用については、半年毎に指定管

理者の請求を受けて精算払により支払います。なお、備品購入費と指定

管理料、修繕費の費用区分をまたいで支出することはできません。 

(ｳ) 備品の購入報告は、購入後速やかに行ってください。 

(ｴ) １件 100万円以上の備品については、必要性等を勘案し、県において購

入します。 
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(ｵ) 指定管理者が富山県総合運動公園の管理にあたって、自らの経費で調達

した備品を設置しようとする場合は事前に県と協議することとします。

ただし、指定期間の満了時等においては、手続条例第 10条の規定に基

づいて原状に回復する必要があります。 

(ｶ) 指定管理者は、県に帰属する備品について処分等を行う必要がある場合

は、県と事前に協議し、当該備品の異動があったときはその都度県に報

告するものとします。 

 

(2)運営管理業務 

① 監視・警備業務 

   ア 利用者の事故防止 

     公園利用上の事故やトラブル等を未然に防止するため、園内を定期的に巡回

警備し、公園の安全な利用を阻害する行為等に対し、監視・注意喚起、指導を

行うこと。 

    

イ 車両の適切な誘導、歩行者の安全確保 

駐車場等における車両の適切な誘導等を図るとともに、園内の車両通行制限

を遵守させること。 

また、利用の繁閑に応じて適宜警備員を配置すること。 

 

② 利用料金徴収等・利用集計業務 

   ア 利用料金徴収 

許可及び有料公園施設に係る利用料金は、公園条例第 10 条の２の規定によ

り、公園条例の別表第４で定める金額の範囲内において指定管理者が知事の承

認を受けて定めるものとし、徴収した利用料金については、指定管理者の収入

とする。 

 

   イ 利用料金の減免 

 指定管理者は、知事の承認を受けて定めた基準により利用料金を減免するこ

とができ、この場合は事業計画書によりその基準を提案すること。      

 

   ウ 利用集計 

(ｱ) 許可実績 

行為許可申請書又は占用許可申請書（法第７条第１項第６号の仮設工作物に

対する定型的なものに限る。）をもとに行為許可及び占用許可実績を集計するこ

と。 

(ｲ)  有料公園施設利用者数 

有料公園施設利用申請書又は利用券をもとに施設毎の利用者数を毎日、集

計すること。 

(ｳ)  イベント利用者数 

イベント毎の参加人数を出来る限り実態に則した計測方法で集計するこ

と。 

(ｴ)  来園者数 

(ｱ) 、(ｲ) 及び(ｳ)を包含した来園者数を毎日、出来る限り実測に則した計

測方法で計測し集計すること（計測方法は別途県が指示する）。 

       また、指定管理期間内に１回程度、県が指示する時期の平日及び休日の２
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日間に利用実態調査（年齢層や時間毎の利用者数の計測）を行うことになっ

た場合は、調査（計測方法は別途県が指示する）。 

 

③ 行為許可・定型的な占用許可業務 

行為許可及び占用許可（法第７条第１項第６号の仮設工作物に対する定型的な

ものに限る。）に係る申請及び届出を受け付け、調整のうえ、許可を行うこと。

なお、法第７条第１項第６号に基づく占用許可申請において、定型的であるかは

過去の類似実績により判断し、判断が難しい場合、その許可にあたっては県と協

議すること。 

 

④ 有料公園施設の利用承認業務 

有料公園施設の利用予約を受け付け、調整のうえ、利用承認を行うこと。 

なお、有料公園施設をスポーツ以外の目的で利用する申請があった場合、その

承認にあたっては県と協議すること。 

 

⑤ 冬期の対応業務 

積雪時においても、供用中の施設の利用に支障がないよう、除雪に努めること。   

また、降雪により施設が被害を受けないよう雪囲いを設けること。 

 

 

（３）サービス向上について 

① 利用案内・利用補助業務 

ア 公園利用の案内 

窓口等において、来園者に公園全般にわたり、適切に分かりやすく説明する

ほか、施設の利用方法、禁止行為、利用制限等についても十分説明すること。 

 

   イ 有料公園施設の利用の補助 

     有料公園施設の利用者がその施設を、適切・安全に利用できるよう、道具・

備品の出し入れなど利用に際し必要となる補助を行うこと。 

 

② 来園者等への対応業務 

 ア 来園者からの意見・要望、視察等への対応 

  ・ 公園の管理に係る意見・要望に対し、必要に応じて県と協議する等して適

切に対応すること。 

・ 公園の管理についての問合せや公園の視察者に対しては、適切に対応する

こと。 

    

イ 地域住民等との調整 

     イベントの開催や通常の利用においては、公園周辺の住民や地域の団体に迷

惑がかからないよう事前に調整し、利用者団体及び競技団体とも連携し、融和

を図りながら運営すること。 

 

③ 来園者等からの苦情等、トラブルの未然防止と対処方法 

来園者等からの苦情等、トラブルの未然防止に努めるとともに、発生時には必

要に応じて県と協議する等して適切に対処すること。 
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④ 有料公園施設の供用日、供用時間 

公園条例別表第２のとおり。ただし、知事の承認を得て、これらを変更し、ま

た臨時に利用に供しない日を定めることができる。 

※募集要項を参照。 

 

⑤ ＤＸによるサービスの向上 

利用料金のキャッシュレス化の推進による公園利用者の利便性向上、維持管理

コスト削減のための ICT導入等、DXの推進に積極的に取り組むこと。 

 

（４）利用促進について 

① 利用促進に関する取組み 

公園の利用者の増加、満足度を高めるため、次の事項を積極的に行うこととし、

その内容を提案すること。 

   ・ 公園の魅力を高めるため、外部からのイベント等も誘致すること。 

   ・ 利用促進を図る新たな企画や取組みを実践すること。 

・ 公園に関する情報について、パンフレット、チラシ、広報誌、ホ－ムペ－ジ

等への掲載、メディアの活用等により適宜広報・宣伝すること。なお、報道機

関の取材に対しては快く応じること。 

※パンフレット等の最低発行部数については、別添「富山県総合運動公園維

持管理作業基準書」を参照すること。 

・ 地域、利用者団体、ボランティア等の参画を得て、公園利用の活性化を図る

こと。 

 

 ② 魅力向上事業（自主事業）の実施 

     魅力向上事業を実施する場合には、事前に事業計画を県へ提出し、県の承認を

得ること。 

※募集要項及び募集要項別添「富山県総合運動公園及び富山県武道館の魅力向

上に関する事項」を参照。 

 

③ 事業評価の実施 

ア 定期報告書（月報）の提出 

    毎月終了後、定期報告書を提出すること。 

※募集要項を参照。 

 

  イ 事業報告書（事業年度報告書）の提出 

    毎事業年度終了後、事業報告書を提出すること。 

※募集要項を参照。 

 

   ウ 事業評価の実施 

利用者アンケートやモニタリング等による事業評価を実施し、意見を積極的

に取り入れ、管理運営業務に反映させること。 

※募集要項を参照。 

  

(５)その他 

 ① 危機管理対応 

・ 予防対策 
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自然災害、人為災害、事故等あらゆる緊急・非常・不測の事態に対しては危

機管理体制を構築するとともに、対応マニュアルを作成し、災害時の対応につ

いて随時訓練を実施すること。また、消防署等からの指摘があった場合には、

直ちに改善措置を講ずること。 

・ 災害対応 

上記災害等の際には、遅滞なく適切な措置を講じたうえ、県をはじめ関係機

関へ連絡を行うこと。 

・ 避難所等となった場合の運営協力 

施設所在市町村が避難所等として使用する際には、避難所等の管理・運営に

協力すること。 

 

② 県及び指定管理者の協議・連携業務 

・ 県の権限に属する法及び公園条例で規定する許可等の申請に対して問い合

わせがあった場合に対応すること。 

 ＜法に規定する許可＞ 

ａ 公園施設の設置・管理許可（法第５条第１項） 

   （例：自動販売機の設置） 

ｂ 土地等の占用の許可（法第６条第１項（法第７条第１項第６号の定

型的な占用許可を除く）） 

   （例：過去に類似事例のないイベントの開催、工事用資材等の設置） 

＜公園条例に規定する許可等＞ 

ａ 利用料金の減免（公園条例第 11条の２） 

・  県から、施設の管理や現状等に関する調査、県が事務上必要とする資料の

提出等の指示があった場合には、迅速、誠実かつ積極的な対応を行うこと。 

 

③ 保険加入 

   ・ 公園管理業務における瑕疵による第三者への補償を担保するため、下記

以上の内容の施設賠償責任保険に加入すること。 

※なお、施設損害賠償保険は、武道館と合わせて一括で加入することとし

ます。 

対人賠償 対物賠償 

１名あたり支払限度額 １事故あたり支払限度額 １事故あたり支払限度

額 

70,000千円 300,000千円 5,000千円 

 

④ その他 

本書に定めのない事項で、都市公園の管理にあたり必要な業務について、柔軟

かつ誠実に対応を行うこと。 


